
（平成２５年５月９日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 1 件

厚生年金関係 1 件

年金記録確認沖縄地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



沖縄厚生年金 事案 480 

     

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 50年８月１日から 52年 12月 11日まで

の期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を 50

年８月 1 日に、資格喪失日に係る記録を 52 年 12 月 11 日に訂正し、当該期

間に係る標準報酬月額を 50年８月から 51年９月までは７万 2,000円、同年

10月から 52年８月までは８万 6,000円、同年９月から同年 11月までは９万

8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 
 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 : 女 

    基礎年金番号  :  

    生 年 月 日  : 昭和 26年生 

        住    所  :   

              

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 :  昭和 48年７月１日から 52年 12月 31日まで 

    私は、申立期間にＡ社に勤務していたが、年金受給の手続時に、年金事

務所で年金記録を確認したところ、同社における厚生年金保険の記録が無

いとのことであった。そのことについて、同社に照会したところ、勤務し

た事実はあるが 40 年前のことで関連資料等が残っていない旨の回答であ

った。同社に勤務していた期間は、厚生年金保険に加入していたので、調

査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立人に係る社員名簿の写し、及び雇用保険の加入記

録から、申立人は申立期間のうち、昭和 48 年８月 20 日から 52 年 12 月 10

日まで、臨時従業員として同社に継続して勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ社から提出された昭和 50 年５月 22 日現在の｢臨時従業員名簿一

覧｣で氏名が確認できる 76 人（申立人を含む。）のうち、70 人が同年８月１

日以降に厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認できる。これ

について、同社では、「当時、総務や労働組合に関与していた元職員によれ

ば、『昭和 50年頃、臨時工組合が設立され、当時在籍していた臨時従業員を

一斉に厚生年金保険に加入させたと思う。加入について希望は聞いていなか

ったので、臨時従業員は漏れなく加入していると思う。申立人も厚生年金保

険の加入対象者であったはずなので、給与から厚生年金保険料を控除してい

たと思われる。』と述べている。」としており、多くの同僚からも、｢臨時従

業員については、入社と同時には厚生年金保険に加入せず、会社の方針が変

ったので途中から加入することになった。｣旨の回答が得られた。 

 



さらに、前記の名簿一覧において申立人と同日に入社した同僚の厚生年金

保険被保険者資格取得日をみると、昭和 50 年８月１日となっていることが

確認できる。 

加えて、前記の名簿一覧で氏名が確認できる 76 人のうち、厚生年金保険

加入記録が確認できない６人（申立人を含む。）について、Ａ社では、前記

の元職員の話として、｢退職のタイミングによっては加入させていない場合

もあった。｣としているところ、同社から提供された｢調査対象一覧｣によれ

ば、前述のとおり、申立人は昭和 52年 12月まで継続して勤務していること

が確認できるものの、他の５人は、多くの臨時従業員が厚生年金保険の被保

険者資格を取得した昭和 50 年８月 1 日から５か月以内に退職していること

が確認でき、同社では、「申立人は、昭和 50 年８月１日以降、52 年 12 月ま

で継続して勤務していることから他の５人とは異なっている。」旨述べてい

る。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間のうち、昭和 50年８月１日から 52年 12月 11日までの期

間において、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたものと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人と同様に臨時従業員と

して同一課に所属していた同僚の標準報酬月額から判断すると、50年８月か

ら 51年９月までは７万 2,000円、同年 10月から 52年８月までは８万 6,000

円、同年９月から同年 11月までは９万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

て、Ａ社は、「関係書類が保存されておらず、納付したか否か不明である。」

としているが、同社に係る被保険者名簿に整理番号の欠番が見当たらないこ

とから、申立人に係る社会保険事務所（当時）の記録が失われたとは考えら

れない上、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出され

た場合には、その後被保険者資格の喪失届も提出する機会があったこととな

るが、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録していない

とは、通常の事務処理では考え難いことから、事業主から当該社会保険事務

所に資格の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る昭和 50 年８月から 52 年 11 月までの保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 48年７月１日から同年８月 19日までの期間、

及び 52年 12月 11日から同年同月 31日までの期間については、前記の社員

名簿及び雇用保険の記録から、申立人が勤務していた事実を確認することが

できない。 

また、昭和 48年８月 20日から 50年７月 31日までの期間については、臨

時従業員の厚生年金保険加入記録及び同僚の証言等から、臨時従業員が厚生

年金保険に加入する取扱いがなされる前の期間と考えられるところ、申立人

が同じ業務に就いていたとする同僚は「臨時職員として採用され、最初の２

年くらいは厚生年金保険に加入させてもらえなかった。」と証言している。 



このほか、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料が事業主により給与か

ら控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間の厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 


